
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：23－001） 

 

１ 太平洋諸島フォーラム（PIF）元事務局長であり太平洋地域の長老である

テイラー氏（パプアニューギニア）は、太平洋の指導者たちは自分たちの地域

に影響する主要な地政学的な決定において蚊帳の外におかれており、声を上げ

始めるべきである、また、PIF メンバーを含むインド太平洋戦略の担い手の

国々から戦略に関する相談はなく、AUKUS についても全く相談はなかったと述

べた。 

（3 月 13 日の米国サンディエゴでの AUKUS 声明によると）豪政府は、米海軍の

原子力潜水艦を購入する。これにより、豪州は中国、インド、ロシア、英国、

米国、フランスと並んで原子力潜水艦を保有する世界でわずか 7 か国のうちの

ひとつになる。この声明に対しては、中国外務省報道官が、AUKUS を推し進め

ることで、米英豪は国際社会の懸念を無視し、「間違った道」をさらに進んで

いると発言している。 

テイラー氏は、フィジーのランブカ首相が AUKUS 支持を表明したことは、決

して他の太平洋諸国の立場を反映したものではないと語った。一方、サモアの

フィアメ首相は最近キャンベラで、オーストラリアの原子力潜水艦導入の戦略

的算段を理解すると発言している。 

原文 

（22 nd March 2023, Radio NZ） 

原文 

（31 st March 2023, The Marshall Islands Journal） 

 

２ ニュージーランド政府は、AUKUSの非核部分への参加を検討している。 

同国のリトル国防相は今月、米国のインド太平洋調整官であるカート・キャ

ンベル氏と会談し、AUKUS の非核部分である第 2 の柱への参加について議論し

た。3 部構成のうちの第 2 の柱は、量子コンピューティングや人工知能など高

度な軍事技術を共有することを内容としている。ニュージーランドは、反核の

立場から、第 1 の柱へ参加することはない。リトル氏は、AUKUS への参加につ

いて、「我々の法的義務と非核の立場に反することはない。AUKUS への参加は

防衛関係職員を守るための技術部分であり、それは普通に考えると状況把握で

あり、具体的には監視技術及び無線技術であろう。」と述べた。 

ニュージーランドのマフタ外相は先週北京を訪問し、中国当局が懸念を明ら

かにしたと語る。マフタ氏は「彼らはこの問題に関する我々の立場を理解した。

我々はこの協定の一部ではない。」と述べた。ニュージーランドは AUKUS がラ

https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/486490/pacific-needs-to-sit-up-and-pay-close-attention-to-aukus-dame-meg-taylor


ロトンガ条約を危うくする可能性があると懸念を抱いている。クラーク元首相

は AUKUSと連携することは国益にならないと発言している。 

原文 

（29 th March 2023, PACNEWS） 

 

３ 米国のバイデン大統領はホワイトハウス声明で、ジョエル・エレンライク

氏をパラオ共和国の特命全権大使の候補者として発表した。エレンライク氏は、

2022年から米国務省日本部長を務める外交官である。この人事案は 2023年 3月

21日に上院に送られ、外交委員会で保留中となっている。 

原文 

（24 th March 2023 , Island Times） 

 

４ ウィップス大統領からの最新の任命書によれば、レンギイル司法長官が現

在、公安局（BPS）の新しい局長代理であり、BPS のすべての部門の運営を担当

する。センゲバウ副大統領兼法務大臣は、10 日足らずで BPS の局長代理ではな

くなった。今年 3 月初め、ウィップス大統領はアグオン局長を解任し、新局長

の任命を留保して副大統領兼法務大臣を局長代理に任命していた。 

原文 

（21 st March 2023 , Island Times） 

 

５ 日本は、デラップのマーシャル諸島海洋資源局（MIMRA）の隣に位置する

法務省及び海上警察の新庁舎の建設に資金支援している。この計画は 2 年前に

承認され、先週旧庁舎の取り壊しが始まった。 

原文 

（24 th March 2023 , The Marshall Islands Journal） 

 

６ 今月初め、マーシャル諸島の複数の省庁、関係機関が、マジュロ・ラグー

ンで、船舶への乗船、検査を含むポート・ステート・コントロール（PSC）訓

練に参加した。運輸・通信・情報・技術省がマーシャル諸島信託会社の海洋管

理部と 4 日間に渡って訓練を主催した。マーシャル諸島は東京 MoU（*アジア太

平洋地域における PSC に関する覚書）の一員であり、基準を満たさずに運航さ

れる船舶を排除することにより、アジア太平洋地域における PSC の手続き及び

慣行の調和を図っている。ミュラー運輸次官補は、フィリッポ次官に代わり、

訓練参加者と乗船用のボートを提供した全ての機関に感謝の意を表し、またこ

れらのボートをマーシャル諸島に寄贈した台湾に感謝を述べ、次のように語っ

た。「これらの支援と機能は我々の海域における安全、セキュリティ、汚染防

止、そして秩序維持の強化に大いに役立っている。」 

原文 

（24 th March 2023 , The Marshall Islands Journal） 

 

７ 今月初め、マーシャル諸島環境保全局（EPA）において、日本の 3名の技師

たちから、油流出に対応するため必要不可欠な装置及び資材が引き渡された。

https://pina.com.fj/2023/03/29/new-zealand-may-join-aukus-pacts-non-nuclear-component/
https://islandtimes.org/biden-announces-key-nominee-for-us-ambassador-to-palau/
https://islandtimes.org/ag-rengiil-appointed-bps-acting-director/


また、同技師たちは、EPA 及び様々な関係省庁の初動対応にあたる職員に対し、

実践的な訓練を実施した。 

 日本が寄贈したのは油防除装置及び油防除資材で、マジュロ、イバイ（クワ

ジェリン環礁）、ジャルート及びウォッジェに配置される。 

原文 

（24 th March 2023 , The Marshall Islands Journal） 

 

８ 米国のカート・キャンベルインド太平洋調整官によると、米国は太平洋に

4 番目となる新しい大使館を、バヌアツの首都ポートビラに開設する方向で動

いている。バイデン米国大統領が 5 月にもこの地域に歴史的な訪問を行うとの

憶測が飛び交っている。米国はすでにソロモン諸島大使館を再開し、トンガと

キリバスにも新しい大使館開設を計画している。キャンベル氏は、太平洋にお

いて一定の戦略的競争があったことを認めたが、米国の関与強化がこの地域に

おける中国の影響力の高まりに対応するものであることを否定した。 

キャンベル氏は最近、太平洋のソロモン諸島、パプアニューギニア、バヌア

ツ、フィジーを訪れた。キャンベル氏は、ソロモン諸島に米国の平和部隊

（Peace Corps）のボランティアを戻そうとしていること、また、米国沿岸警備

隊による支援拡大の機会を模索していることを示唆した。フィジーでは、ラン

ブカ首相と会談し、同首相からは、両国間の重要な協力関係を反映して在米国

フィジー大使館の再開に鋭意取り組みたいと発言があった。 

太平洋島嶼国政府筋 2 人は、ABC に対し、バイデン氏が 5 月に太平洋を訪問

する可能性があると語った。バイデン氏は既に、5 月後半にシドニーで開催さ

れるクアッド首脳会議のため、豪州のアルバニージー首相、日本の岸田首相、

インドのモディ首相とともにこの地域を訪問する予定を立てている。インドの

モディ首相は、クアッド首脳会議の数日前、5 月 22 日にパプアニューギニアで、

太平洋島嶼国の指導者たちと会談する予定であることをすでに表明している。 

原文 

（25 th March 2023, RadioNZ） 

 

９ 在パラオのジェシカ・リー台湾大使は、パラオ財務大臣に総額 1010万ドル

の助成金小切手を寄贈した。これらの助成金はクリーンエネルギープロジェク

トほか 57のプロジェクトのためのものである。台湾政府はパラオの主要な開発

パートナーであることを誇りに思っており、地域の経済発展と社会福祉の改善

に向けたさまざまな協力プロジェクトを通じ、パラオとの関係深化に引き続き

取り組んでいる。 

原文 

（28 th March 2023 , Island Times） 

 

10 国連総会は、気候変動と人権に関する国際司法裁判所(ICJ)からの勧告的

意見を求めるバヌアツ主導の決議を採択した。この決議は、バヌアツと 17カ国

の中核グループによって提案され、気候変動の悪影響から現代と将来の世代の

人権を保護する上での国家としての義務を明確にすることを目的としている。

https://www.rnz.co.nz/news/world/486709/us-to-open-fourth-pacific-embassy-speculation-mounts-joe-biden-could-visit-region
https://islandtimes.org/taiwan-delivers-stimulus-grant-of-2019-2020-2021-and-2022/


ICJ は今後、勧告的意見を準備するが、これは気候に関する裁判で引用するこ

とのできるものとなる。 

原文 

（30 th March 2023, RadioNZ） 

 

11 米国沿岸警備隊は、2024 年度議会への 4 億ドルの予算要求リストに、4 隻

の即応カッター(FRCs)の追加取得を盛り込んだ。FRCs は、150 フィートの巡視

船に期待される以上の有用性をハワイとグアムからの長距離巡視において実証

している。このクラスの通常の航続距離は 2500海里であるが、減速航行により

3500 海里航続可能であり、太平洋諸国の広い排他的経済水域での漁業パトロー

ルに最適である。グアムとハワイにはそれぞれ 3隻の FRCsがあり、米国沿岸警

備隊の予算要求は、この地域にさらに 4 隻を追加するものである。これはイン

ド太平洋戦略における米国の役割を増大させ、米国沿岸警備隊が一時的に存在

感を示している組織から、永続的で目に見える組織へと変貌する一歩となるか

もしれない。 

原文 

（28 th March 2023, The Maritime Executive） 

 

  

https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/487001/un-adopts-vanuatu-led-resolution-on-climate-change
https://www.maritime-executive.com/article/u-s-coast-guard-asks-for-four-more-cutters-for-indo-pacific-missions


 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

The article shows the Taiwan donated patrol boats to RMI is to facilitate port 

authorities’ operations personnel, as Taiwan has much interest in tuna transhipment in 

Majuro port. 



 

 

 

 


